
○倉敷市物品供給等の契約に係る競争入札参加者の資格及び要件を定める要綱 

平成２９年３月２９日 

告示第１８０号 

改正 令和元年９月１３日告示第５５９号 

記 

物品の売買，修理等の契約に係る指名競争入札参加者の資格および要件を定める要綱（昭和

４３年倉敷市告示第３７号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「令」という。）第

１６７条の５第１項及び第１６７条の１１第２項の規定に基づき，本市が発注する物品の売

買，印刷及び修理等（以下「物品供給等」という。）の契約における一般競争入札又は指名

競争入札（以下「入札」という。）に参加する者に必要な資格（以下「入札参加資格」とい

う。），入札参加資格の審査その他必要な事項について定めるものとする。 

（入札参加の要件） 

第２条 入札に参加しようとする者は，次に掲げる要件を満たしていなければならない。ただ

し，市長が特別の理由があると認めるときは，この限りでない。 

（１） 国税，県税又は市税を完納していること。 

（２） 営業に関し，法令上資格等を必要とする場合にあっては，それらの資格等を有する

者であること。 

（３） 引き続き２年以上申請する業種の営業を行っていること。 

（入札に参加できない者） 

第３条 次に掲げる者は，入札に参加することができない。 

（１） 令第１６７条の４第１項に規定する者 

（２） 第６条の規定による入札参加資格審査を受けていない者 

（３） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法津第７７号）第２条

第２号に規定する暴力団若しくは同条第６号に規定する暴力団員又はこれらと社会的に非

難されるべき関係を有する者 

（入札参加の停止） 

第４条 市長は，令第１６７条の４第２項各号のいずれかに該当すると認められる者を３年以



内の期間を定めて，入札に参加させないこと（以下「入札参加の停止」という。）ができる。

その者を代理人，支配人，その他の使用人又は入札代理人として使用する者についても，ま

た同様とする。 

２ 市長は，前項の規定により入札参加の停止をした場合において，当該入札参加の停止の原

因である事実又は行為に対して適当な是正措置がとられ，入札の遂行，契約の履行及び物品

供給等に支障がないと認められるときは，当該入札参加の停止の期間を短縮することができ

る。 

（申請手続） 

第５条 入札に参加しようとする者は，所定の入札参加資格審査申請書に次に掲げる書類を添

付して，市長が別に定める期間（以下「定期受付期間」という。）内に申請しなければなら

ない。ただし，市長が特に必要と認めるときは，定期受付期間外に申請することができる。 

（１） 印鑑証明書 

（２） 入札の参加又は契約の締結等について権限を委任するときは，その委任状 

（３） 法人にあっては登記事項証明書，個人にあっては市町村長が証明した身分証明書 

（４） 納税証明書 

（５） 法人にあっては貸借対照表及び損益計算書，個人にあっては収支決算書 

（６） 前各号に掲げるもののほか，市長が必要と認める書類 

２ 前項の規定により申請をした者は，次に掲げる事項について変更があったときは，所定の

変更届出書に変更を証する書類を添えて，速やかに市長に提出しなければならない。 

（１） 商号又は名称及び代表者 

（２） 入札の参加又は契約の締結等について権限を委任した事業所の名称及び所在地並び

にその代表者 

（３） 入札の参加又は契約の締結等の手続に使用する印鑑 

（４） 前３号に掲げるもののほか，市長が別に定める事項 

（入札参加資格審査） 

第６条 市長は，前条の規定により申請をした者について入札参加資格審査を行うものとし，

別表の左欄の区分ごとに同表の中欄に定める評価基準により評価点を決定し，合計値を算出

するものとする。 

（通知及び公表） 



第７条 市長は，前条の規定により入札参加資格を有する者（以下「有資格者」という。）と

して決定したときは，申請者に通知するとともに，物品供給等入札参加資格者名簿（以下「有

資格者名簿」という。）に登載し，公表するものとする。 

（入札参加資格の有効期間） 

第８条 定期受付期間に申請し，有資格者となった者の入札参加資格の有効期間は，申請が行

われた年の９月１日から翌々年の８月３１日までとする。 

２ 定期受付期間外に申請書を提出し，有資格者となった者の入札参加資格の有効期間は，申

請書を提出した翌月に有資格者名簿に登載された日から，前項に規定する有効期間が終了す

る日までとする。 

（入札参加資格の取消し） 

第９条 市長は，有資格者が次の各号のいずれかに該当するときは，その資格を取り消すこと

ができる。 

（１） 令第１６７条の４第１項の規定に該当することとなったとき。 

（２） 第２条各号に規定する要件を欠いたとき。 

（３） 虚偽の申請その他の不正な手段により，有資格者となったとき。 

（その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は，市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は，平成２９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の倉敷市物品供給等の契約に係る競争入札参加者の資格及び要件を定める要綱の規

定は，平成２９年度の定期受付期間の申請分から適用し，改正前の物品の売買，修理等の契

約に係る指名競争入札参加者の資格および要件を定める要綱の規定による申請分については，

なお従前の例による。 

附 則（令和元年９月１３日告示第５５９号） 

この要綱は，告示の日から施行する。 

別表（第６条関係） 

物品供給等の入札参加者の評価点 



区分 評価基準 評価点 

前年度中の販売実績 ５００万円未満 １ 

５００万円以上１，０００万円未満 ５ 

１，０００万円以上３，０００万円未満 １０ 

３，０００万円以上５，０００万円未満 ２０ 

５，０００万円以上１億円未満 ３０ 

１億円以上５億円未満 ４０ 

５億円以上 ５０ 

従業員の数 ５人未満 １ 

５人以上１０人未満 ３ 

１０人以上３０人未満 ６ 

３０人以上７０人未満 ９ 

７０人以上１００人未満 １２ 

１００人以上 １５ 

資産見込み １００万円未満 １ 

１００万円以上３００万円未満 ３ 

３００万円以上７００万円未満 ６ 

７００万円以上１，０００万円未満 ９ 

１，０００万円以上３，０００万円未満 １２ 

３，０００万円以上 １５ 

営業年数 ５年未満 １ 

５年以上１０年未満 ２ 

１０年以上２０年未満 ３ 

２０年以上３０年未満 ４ 

３０年以上 ５ 

機械器具の所有額 １００万円未満 １ 

１００万円以上２００万円未満 ３ 

２００万円以上５００万円未満 ６ 



５００万円以上１，０００万円未満 ９ 

１，０００万円以上２，５００万円未満 １２ 

２，５００万円以上 １５ 

備考 

１ 「従業員」とは，入札参加資格審査申請書を提出する年の１月１日現在で，雇用期間

を特に定めることなく雇用された者で，その事業の専従者とする。 

２ 「資産見込み」とは，法人の場合は貸借対照表のうち「純資産の部合計」とし，個人

の場合は「期末元入金」とする。 

３ 「営業年数」とは，創業又は設立した年から入札参加資格審査申請書を提出する年ま

での年数とする。 

４ 「機械器具の所有額」とは，直近の事業年度の決算における機械装置，車両運搬具及

び工具器具備品の合計価額とする。 

 


